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1. 平成28年3月期第1四半期の連結業績（平成27年4月1日～平成27年6月30日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期第1四半期 10,414 16.2 1,802 188.8 1,886 191.4 1,471 157.2
27年3月期第1四半期 8,960 9.3 623 217.0 647 91.2 571 87.6

（注）包括利益 28年3月期第1四半期 1,797百万円 （134.1％） 27年3月期第1四半期 767百万円 （△9.9％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

28年3月期第1四半期 25.58 ―
27年3月期第1四半期 9.94 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

28年3月期第1四半期 51,480 20,715 37.8 337.96
27年3月期 50,019 19,093 35.6 309.74
（参考）自己資本 28年3月期第1四半期 19,441百万円 27年3月期 17,818百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年3月期 ― ― ― 3.00 3.00
28年3月期 ―
28年3月期（予想） 3.00 ― 3.00 6.00

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 21,600 19.8 3,500 174.1 3,700 183.6 2,700 127.4 46.94
通期 44,700 16.5 7,800 68.6 8,000 63.5 5,750 26.8 99.95



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、四半期財務諸表に対するレビュー手続は終了しております。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、【添
付資料】3ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年3月期1Q 57,546,050 株 27年3月期 57,546,050 株
② 期末自己株式数 28年3月期1Q 19,906 株 27年3月期 19,639 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年3月期1Q 57,526,332 株 27年3月期1Q 57,527,558 株



○添付資料の目次

１.当四半期決算に関する定性的情報．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．2

(１) 経営成績に関する説明．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．2 

(２) 財政状態に関する説明．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．3 

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．3 

２.サマリー情報（注記事項）に関する事項．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．3

(１) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．3 

(２) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．3 

(３) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．3 

３.四半期連結財務諸表．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．4

(１) 四半期連結貸借対照表．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．4 

(２) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．6 

（四半期連結損益計算書）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．6 

（四半期連結包括利益計算書）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．7 

(３) 四半期連結財務諸表に関する注記事項．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．8 

   （継続企業の前提に関する注記）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．8 

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．8 

(セグメント情報等)．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．8 

1



１.当四半期決算に関する定性的情報

(１) 経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策等を
背景に企業収益や雇用情勢の改善が進み、緩やかな回復基調が続きました。一方、海外において
は米国では景気回復が続いているものの、中国経済の成長率鈍化やギリシャ債務問題など国際的
な不安要素もあり、先行き不透明な状況のまま推移いたしました。 
このようななか、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は、精密化学品事業部門

が販売数量の増加と価格修正効果により増収となったため、104 億 14 百万円と前年同期に比べ
14 億 53 百万円、16.2%の増加となりました。損益につきましては、経常利益は 18 億 86 百万円
と前年同期に比べ 12億 38 百万円、191.4%の増加となりました。親会社株主に帰属する四半期純
利益は 14億 71 百万円と前年同期に比べ 8億 99百万円、157.2%の増加となりました。 

セグメント別の概況は、次のとおりであります。 

① 基礎化学品事業部門

か性ソーダは、販売数量の減少と販売価格の低下により、前年同期に比べ減収となりました。
塩酸は、販売数量の減少により、前年同期に比べ減収となりました。 
塩素系有機製品につきましては、トリクロールエチレンは販売数量の増加と価格修正効果に

より、前年同期に比べ増収となりました。パークロールエチレンは、販売価格は低下したもの
の販売数量の増加により、前年同期に比べ増収となりました。 
以上の結果、基礎化学品事業部門の売上高は、17 億 09 百万円となり、前年同期に比べ 51

百万円、2.9%の減少となりました。営業損益につきましては、営業利益 1億 21百万円となり、
前年同期に比べ 47百万円、64.4%の増加となりました。 

② 精密化学品事業部門
半導体・液晶用特殊ガス類につきましては、三フッ化窒素および六フッ化タングステンは、

販売数量の増加と価格修正効果により、前年同期に比べ増収となりました。電池材料の六フッ
化リン酸リチウムは、販売価格は低下したものの販売数量が増加したため、前年同期に比べ増
収となりました。 
以上の結果、精密化学品事業部門の売上高は、70 億 45 百万円となり、前年同期に比べ 14

億 25 百万円、25.4%の増加となりました。営業損益につきましては、営業利益 15億 13 百万円
となり、前年同期に比べ 10億 85 百万円、253.4%の増加となりました。 

③ 鉄系事業部門
複写機・プリンターの現像剤用であるキャリヤーは、販売数量の減少はあったものの新規製

品への切り替えが進み、前年同期に比べ増収となりました。鉄酸化物は、着色剤の販売減少に
より、前年同期に比べ減収となりました。 
以上の結果、鉄系事業部門の売上高は、6 億 08 百万円となり、前年同期に比べ 30 百万円、

4.8%の減少となりました。営業損益につきましては、営業利益 1 億 18 百万円となり、前年同
期に比べ 12百万円、11.6%の増加となりました。 

④ 商事事業部門
商事事業につきましては、化学工業薬品の販売増加により、前年同期に比べ増収となりまし

た。 
以上の結果、商事事業部門の売上高は、5 億 84 百万円となり、前年同期に比べ 91 百万円、

18.4%の増加となりました。営業損益につきましては、営業利益 47百万円となり、前年同期に
比べ 7百万円、17.4%の増加となりました。 

⑤ 設備事業部門
化学設備プラントおよび一般産業用プラント建設の売上高は、請負工事の増加により、前年

同期に比べ増収となりました。 
以上の結果、設備事業部門の売上高は、4 億 66 百万円となり、前年同期に比べ 18 百万円、

4.2%の増加となりました。営業損益につきましては、営業損失 19百万円となりました(前年同
期は営業損失 33百万円)。 
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(２) 財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末の資産は、機械装置及び運搬具が減少した一方、現金及び預金や

仕掛品、投資有価証券が増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ 14億 60 百万円増加し、

514 億 80 百万円となりました。負債は、支払手形及び買掛金や流動負債のその他が増加した一方、

借入金の減少などから 1億 60百万円減少し、307 億 65 百万円となりました。純資産は、利益剰

余金やその他有価証券評価差額金の増加などから 16億 21 百万円増加し、207 億 15 百万円となり

ました。自己資本比率は、前連結会計年度末の 35.6％から 37.8％となりました。 
 

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 28年 3月期第２四半期連結累計期間および通期の業績予想につきましては、平成27年 5
月 15 日付にて公表しました業績予想を修正しております。詳しくは、別途公表いたしました「通
期連結業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 
なお、上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

実際の業績は今後さまざまな要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 

２. サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(１) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

(２) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用につきましては、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実
効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
但し、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法
定実効税率を使用する方法によって計算しております。  

(３) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更 
（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21号 平成 25年９月 13日。以下「企業結合
会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９
月 13 日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準
第７号 平成 25 年９月 13 日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会
計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本
剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方
法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以降実施される企業結合につい
ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連
結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益
等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表
示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期
連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58－２項(4)、連結会計基準第 44

－５項(4)及び事業分離等会計基準第 57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第
１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 
これによる損益に与える影響はありません。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,854 12,342 

受取手形及び売掛金 11,050 11,175 

商品及び製品 2,029 2,143 

仕掛品 1,557 2,117 

原材料及び貯蔵品 1,469 1,518 

その他 1,053 904 

貸倒引当金 △16 △16 

流動資産合計 28,998 30,185 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,471 5,403 

機械装置及び運搬具（純額） 3,815 3,589 

その他（純額） 3,810 3,955 

有形固定資産合計 13,098 12,948 

無形固定資産 236 224 

投資その他の資産    

投資有価証券 7,198 7,641 

その他 498 491 

貸倒引当金 △10 △10 

投資その他の資産合計 7,686 8,121 

固定資産合計 21,021 21,295 

資産合計 50,019 51,480 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,829 5,354 

短期借入金 5,452 5,334 

1年内返済予定の長期借入金 4,819 4,906 

未払法人税等 377 515 

役員賞与引当金 34 － 

その他 1,930 2,352 

流動負債合計 17,443 18,462 

固定負債    

長期借入金 10,008 8,717 

繰延税金負債 1,292 1,446 

役員退職慰労引当金 110 101 

環境対策引当金 17 17 

退職給付に係る負債 1,694 1,673 

その他 359 347 

固定負債合計 13,482 12,303 

負債合計 30,926 30,765 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,877 2,877 

資本剰余金 1,614 1,614 

利益剰余金 11,220 12,519 

自己株式 △9 △9 

株主資本合計 15,703 17,001 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,243 2,563 

為替換算調整勘定 380 357 

退職給付に係る調整累計額 △509 △481 

その他の包括利益累計額合計 2,115 2,439 

非支配株主持分 1,275 1,273 

純資産合計 19,093 20,715 

負債純資産合計 50,019 51,480 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 8,960 10,414 

売上原価 6,954 7,142 

売上総利益 2,006 3,271 

販売費及び一般管理費 1,382 1,469 

営業利益 623 1,802 

営業外収益    

受取利息 2 5 

受取配当金 75 87 

試作品等売却代 13 10 

為替差益 － 35 

その他 41 26 

営業外収益合計 134 165 

営業外費用    

支払利息 78 68 

その他 32 13 

営業外費用合計 110 81 

経常利益 647 1,886 

特別損失    

固定資産除却損 17 3 

特別損失合計 17 3 

税金等調整前四半期純利益 629 1,883 

法人税等 57 403 

四半期純利益 572 1,479 

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 8 

親会社株主に帰属する四半期純利益 571 1,471 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 572 1,479 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 273 317 

為替換算調整勘定 △104 △27 

退職給付に係る調整額 25 27 

その他の包括利益合計 195 317 

四半期包括利益 767 1,797 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 753 1,795 

非支配株主に係る四半期包括利益 14 1 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 
 

基礎化学品
事業 

精密化学品
事業 

鉄系事業 商事事業 設備事業 計 

売上高                

（1）外部顧客への
売上高 

1,760 5,620 638 493 447 8,960 － 8,960 

（2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

259 55 13 796 121 1,246 △1,246 － 

計 2,020 5,675 652 1,289 568 10,206 △1,246 8,960 

セグメント利益又は

損失（△） 
73 428 106 40 △33 614 9 623 

 （注）１．セグメント利益又は損失の調整額９百万円は、セグメント間取引消去であります。

    ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 
 

基礎化学品
事業 

精密化学品
事業 

鉄系事業 商事事業 設備事業 計 

売上高                

（1）外部顧客への
売上高 

1,709 7,045 608 584 466 10,414 － 10,414 

（2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

297 42 30 1,022 97 1,490 △1,490 － 

計 2,006 7,087 639 1,606 563 11,904 △1,490 10,414 

セグメント利益又は

損失（△） 
121 1,513 118 47 △19 1,780 21 1,802 

 （注）１．セグメント利益又は損失の調整額21百万円は、セグメント間取引消去であります。

    ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

8


	平成28年3月期 第1四半期決算短信　サマリー情報
	平成28年3月期　第1四半期決算短信（目次+定性+経理の状況）
	平成28年3月期 第1四半期決算短信 目次
	平成28年3月期 第1四半期定性的情報
	平成28年3月期1Q決算短信(経理の状況）




